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の組織は， 16研究部門， 11研究施設（4センター ，
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平 成 3 年 10月
国立大学協会
会長 有馬朗人（東京大学長）




















03 04 05 06 07 08 09 1 0 1 1 12 年
老朽化の急激な進行
平成3年平成12年 平成3年平成12年
20年以上の老朽建物比叡 45% → 65% 
1. 4倍
30年以上の老朽建物比率 9% → 35% 
3. 9ftf 
教育研究環境の整備のため．
公共投資充実臨時特別措置枠明
生活関連経費重点化枠 」
国立学校施設費の大幅拡充を
0 教育研究環境特別重点整備事業
（うち公共設資充実臨時特別借置枠 88億円〉
平成4年度
150億円 （新規）
老朽化．狭隆化が特に著しい珂科系学部等の改築及び狭盤解消般的のための経n
0 生活関連経費要望額 22億円
0 科学研究費補助金
0 基幹的教育研究経費
0 高度化推進特別経費
平成4年度
651億円 （62億円増）
単価 1.1%増
42億円 （新規）
大学院博士課程を中心として重点整備を図り，ティ ーチング ・アシスタント制度の導入
などその教育研究の高度化を推進するための経質
0 国立学校財務センター （仮称）の創設
-212一
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［必ず ソ辿を中心とする旧社会主義ブロックの崩壊によっ
て資木主義が世界
のヘゲモニーを握ったかに見える。しかし，そ
れは調和のとれた単一世界市場の出現をJ;i沫す
るものではなし、。むしろ，プロック聞や南北開
の矛盾はいっそう激化していくことになるだろ
う。
そのなかでも気になるのは，旧社会主義ブロ
ックというライヴァルを失った欧米が，日本を
中心とするアジア ・ブロ
トレンドがあるとして，日本がその先頭に立っ
ているかのように言われるが，これは誤りであ
って，金融サーヴィスなどを除くソフトフェア
などの分野ではまだまだ欧米に及ばないという
のが実状だ。 他のアジア諸国については言うま
でもなし、。むしろ，アジア資本主義の強みは，
いわば第2.5次産業，つまり電子回路できめこ
まかに制御された家電製品などをチーム ・ワー
クによってこつこつと作っていくところにある
と見るべきだろう。亙厚長大な第2次産業の絶
頂期にソ辿が字街開発でアメリプJをしのぐ勢い
を見せたように，軽薄短
ックをライヴァル視しは
じめる可能性である。こ
の地域の各国は，プレモ
ダンな共同体原理と資木
世界経済のなかの日本 小な却2.5次産業の1.]'fに
の先端を走っているかに
見える口本だが，その脚
力がどこまで彩じくかはま浅田
立，
fl’ ，ノ
主義をうまくミックスし
た，社会主義ならぬ会社主義を発達させ，モタ
ンな個人主義に基づく欧米の資本主主誌を脅かし
ている。環太平洋経済協力といった回路を通じ
てこの地域の取り込みを図り，また学ぶべきと
ころは学び取りながらも，できればこの異質な
ライヴァルに打ち勝つことでヘゲモニーを維持
したいというのが，欧米のホンネと言ってし、L、
かもしれない。
しかし，アジア型資本主義というのは来世紀
のヘゲモニーを握るほどの力を持っているのだ
ろうか。ポスト産業社会 ・情報社会 ・消費社会
などと言われる第3次産業中心の社会に向かう
だわからないのである。
こうしてみると，パフ．ル経済の絶頂期に見ら
れたよフな理科系の大学生の製造業ばなれとい
った現象はきわめて危険なものである乙とがオコ
かる。安易なモノばなれは，自らの足もとを掘
りJjしかねないだろう。と同時に，だれもが言
う通り，古L、共同体原理を超えて，まったく新
しいソフトウェアを生み出す独創性を備えた一
匹以型の伺人を育てていけるようにならないか
ぎり，将来はl情いと言わざるをえなし、。大学は
そうした時代の要請にどこまで答えることがで
きるのだろうか。（あさだ あきら経済研究所
助教授）
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